
水 道 事 業 会 計 予 算



 



　議案第４１号

　（総則）

第１条　令和６年度藤岡市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）給 水 戸 数 戸

（２）年間総給水量 ㎥

（３）一日平均給水量 ㎥

（４）主な建設改良事業 

　　　　一 般 拡 張 事 業 千円

　　　　設 備 改 良 事 業 千円

　　　　負 担 工 事 事 業 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　水 道 事 業 収 益 千円 　第１款　水 道 事 業 費 用 千円

　　第１項　営 業 収 益 千円 　　第１項　営 業 費 用 千円

　　第２項　営 業 外 収 益 千円 　　第２項　営 業 外 費 用 千円

　　第３項　特 別 利 益 千円 　　第３項　特 別 損 失 千円

　　第４項　予 備 費 千円

１,３１０,０５４

１,２２７,９５５

６１,４９８

６０１

２０,０００

令和６年度藤岡市水道事業会計予算

収　　　　　　入 支　　　　　　出

８,０３９,６９９

２４,１２０

２

１,４５４,５９５

１,２７９,５１４

１７５,０７９

２７,３００

２２,０２７

３６,２７２

８８３,５７９

-1-



-2-

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額９２６，７４９千円は、当年度分

　消費税及び地方消費税資本的収支調整額７４，２６４千円、過年度分損益勘定留保資金８５２，４８５千円で補てんするものとする。）

　第１款　資 本 的 収 入 千円 　第１款　資 本 的 支 出 千円

　　第１項　企 業 債 千円 　　第１項　建 設 改 良 費 千円

　　第２項　負 担 金 千円 　　第２項　企 業 債 償 還 金 千円

　　第３項　予 備 費 千円

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円

千円

千円

配水管整備事業

上の山浄水場更新事業

限　度　額

２８,４００

２４,６００

２７４,４００

政府資金については、その融資条件によ
り、銀行その他の場合には、その債権者と協
定するものによる。
ただし、企業財政の都合により据置期間及

び償還期限の短縮、若しくは繰上償還又は低
利に借換することができる。

償　　還　　の　　方　　法起債の方法

証書借入
又は

証券発行

　年５．０％以内
（ただし、利率見直し方式

で借り入れる政府資金・地方
公共団体金融機構及び銀行そ
の他の資金について、利率の
見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率。）

利　　　　　率起債の目的

老朽管更新事業

令和７年度 千円５０４,０００

収　　　　　　入 支　　　　　　出

中央浄水場機械電気設備更新工事費

事　　　　　項 期　　　間

３０,０００

限　度　額

４８０,９２０

４５６,８００

２４,１２０

１,４０７,６６９

９６９,０６８

４０８,６０１



千円

千円

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　水道事業費用の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

　議会の議決を経なければならない。

（１）職 員 給 与 費 千円

（２）交 際 費 千円

　（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は２０，０００千円と定める。

　令和６年２月２８日提出

　令和６年３月１９日可決 藤岡市長　　新　井　雅　博

１７３,２４２

１０

１２９,４００

４５６,８００

中央浄水場機械電気設備更新
事業

計
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水 道 事 業 会 計 予 算 に 関 す る 説 明書



 



令和６年度藤岡市水道事業会計予算実施計画　･･･････････････････････････････････････････････････････ ４

令和６年度藤岡市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書　･･･････････････････････････････････････ ８

給与費明細書　･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ ９

債務負担行為に関する調書　･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････ １７

令和６年度藤岡市水道事業予定貸借対照表　･････････････････････････････････････････････････････････ １８

令和５年度藤岡市水道事業予定損益計算書　･････････････････････････････････････････････････････････ ２４

令和５年度藤岡市水道事業予定貸借対照表　･････････････････････････････････････････････････････････ ２６

予　算　に　関　す　る　説　明　書
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　収　　入 （単位　千円）

予定額 備　　　　　考

１ 水道事業収益 1,454,595

１ 営業収益 1,279,514

１ 給水収益 1,242,863 水道料金収入（課税）

２ 受託工事収益 16,590 給水工事（課税）、他課等からの依頼工事（不課税）

３ 加入金 18,260 水道加入金（課税）

４ その他の営業収益 1,801 材料売却（課税）及び手数料（非課税）

２ 営業外収益 175,079

１ 受取利息及び配当金 16 預金利息（非課税）

２ 賃貸料 20,740 施設使用料（課税及び非課税）

３ 負担金 20,657 使用料徴収事務及び施設使用に対する負担金（課税）

４ 消費税及び地方消費税還付金 26,160 中間納付消費税の還付

５ 長期前受金戻入 99,873 繰延収益（長期前受金）の償却（不課税）

６ 雑収益 7,633 指定給水装置工事事業者指定手数料（非課税）

３ 特別利益 2

１ 固定資産売却収益 1 固定資産の売却

２ 過年度損益修正益 1 過年度分の損益の修正

令和６年度藤岡市水道事業会計予算実施計画

（収益的収入及び収益的支出）

款 項 目



　支　　出 （単位　千円）

予定額 備　　　　　考

１ 水道事業費用 1,310,054

１ 営業費用 1,227,955

１ 原水及び浄水費 338,836 取水及び浄水施設等の維持管理費

２ 配水及び給水費 159,096 配水施設等の維持管理費

３ 受託給水工事費 35,335 給水装置工事等の維持管理費

４ 業務費 71,959 事業収入に伴う管理費

５ 総係費 67,427 一般管理費

６ 減価償却費 539,376 資産の減価償却費（不課税）

７ 資産減耗費 15,925 資産の除却、たな卸資産減耗費（不課税）

８ その他営業費用 1 材料売却原価（不課税）

２ 営業外費用 61,498

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 61,498 企業債利息（非課税）

３ 特別損失 601

１ 固定資産売却損 1 固定資産の売却損（不課税）

２ 過年度損益修正損 600 減免等に伴う調定減（課税）

４ 予備費 20,000

１ 予備費 20,000

款 項 目
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　収　　入 （単位　千円）

予定額 備　　　　　考

１ 資本的収入 480,920

１ 企業債 456,800

１ 企業債 老朽管更新事業、配水管整備事業、上の山浄水場更新事

業、中央浄水場機械電気設備更新事業に伴う企業債（不

課税）

２ 負担金 24,120

１ 一般会計負担金 4,356 消火栓新設に伴う負担金（不課税）

２ 工事負担金 19,764 配水管移設等補償金（不課税）

（資本的収入及び資本的支出）

款 項 目

456,800



　支　　出 （単位　千円）

予定額 備　　　　　考

１ 資本的支出 1,407,669

１ 建設改良費 969,068

１ 一般拡張費 36,272 配水管布設工事等（課税）

２ 設備改良費 883,579 老朽管布設替工事、浄水施設整備費等（課税）

３ 負担工事費 24,120 配水管移設等工事（課税）

４ 固定資産購入費 機械及び装置、車両、工具器具及び備品購入（課税）、
量水器出庫（不課税）

２ 企業債償還金 408,601

１ 企業債償還金 408,601 企業債償還金（不課税）

３ 予備費 30,000

１ 予備費 30,000

款 項 目

25,097
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）当期純利益
　（２）減価償却費
　（３）固定資産除却費
　（４）貸倒引当金の増減額　（△は減少）
　（５）長期前受金戻入額
　（６）引当金の増減額　（△は減少）
　（７）受取利息及び受取配当金
　（８）支払利息
　（９）未収金の増減額　（△は増加）
　（10）たな卸資産の増減額　（△は増加）
　（11）その他流動資産の増減額　（△は増加）
　（12）未払金の増減額　（△は減少）
　（13）前受金の増減額　（△は減少）
　（14）その他流動負債の増減額　（△は減少）
　　　　小計
　（15）利息及び配当金の受取額
　（16）利息の支払額
　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　（１）有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出
　（２）有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入
　（３）他会計負担金による収入
　（４）国庫補助金等による収入
　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　（２）建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出
　（３）他会計からの出資による収入
　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　資金増加額（又は減少額）
　　　資金期首残高
　　　資金期末残高

1,276,507,421
954,930,093

△ 408,601,000
0

48,199,000

△ 321,577,328

456,800,000

△ 61,498,000
487,195,222

△ 881,091,550
0

24,120,000
0

△ 856,971,550

16,000

△ 99,873,000
1,143,000
△ 16,000

61,498,000
△ 4,139,450

△ 14,940,819
0

△ 48,138
0

△ 11,950,640
548,677,222

△ 296,000

令和６年度藤岡市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

62,299,269
539,376,000
15,625,000

（単位　円）



１　総括 （単位　千円）

特別職 一般職 退　職

（人） （人） 給付費

(7)

20

(5)

22

(2)

△ 2

　(　)内は、暫定再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員の職員数

前年度

報　酬 給　料 手　当

54,165 186,679

比　較 5,407 △ 8,278 △ 3,749 △ 5,000 △ 11,620 △ 1,807 △ 13,427

2,622 93,211 6,000 155,998 30,681

合　計

給　　　　与　　　　費

法定福利費

給　　与　　費　　明　　細　　書

28,874 173,252

計

本年度 8,029 84,933 50,416 1,000 144,378

区　　　　分

職　員　数
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（単位　千円）

特殊勤務 時間外勤務
手　　当 手　　　当

本年度 2,250 432 1,211 576 3,799 6,500 18,728 16,920 50,416

前年度 2,454 480 1,563 1,228 6,031 6,279 19,290 16,840 54,165

比　較 △ 204 △ 48 △ 352 △ 652 △ 2,232 221 △ 562 80 △ 3,749

　（注）　・　本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額１１，４７４千円が含まれる。
　　　　　・　本年度の法定福利費には、翌年度６月期末勤勉手当支給に伴う法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額
　　　　　　２，２６６千円が含まれる。

手当の
内　訳

区　分 扶養手当 住居手当通勤手当 勤勉手当 計期末手当管理職手当



２　 給料及び手当の増減額の明細

区　分 増減額（千円） 説　　　　明

給　料 △ 8,278 給与改定に伴う増減分 924 平均改定率1.1％

普通昇給に伴う増加分 267 平均昇給率1.26％

その他の増減分 △ 9,469 構成の変動等

手　当 △ 3,749 制度改正に伴う増減分 763 期末勤勉手当支給率の引上げ

（引上率0.10月）

その他の増減分 △ 4,512 構成の変動等

増減事由別内訳（千円） 備　　　　　考

-11-
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３　 給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（円） 327,876

（円） 380,684

（歳） 44.7

（円） 321,767

（円） 372,836

（歳） 44.9

（２）初任給

高　校　卒 166,600 166,600

短　大　卒 176,100 176,100

大　学　卒 196,200 196,200

高　校　卒 154,600 154,600

短　大　卒 164,100 164,100

大　学　卒 185,200 185,200

一般会計の制度

行政職（円）

令和６年１月１日現在

令和５年１月１日現在

令和５年１月１日現在

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

区　　　分 学　歴 行政職（円）

区　　　　　　　分 行政職

令和６年１月１日現在

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢



（３）級別職員数

級 職員数（人）

８　級 1

７　級 1

６　級 2

５　級 4

４　級 1

３　級 9

(1)

2

１　級 1

(1)

21

８　級 1

７　級 1

６　級 2

５　級 2

４　級 3

３　級 8

(1)

3

１　級 1

(1)

21

　（　）内は、暫定再任用短時間勤務職員の職員数

　係長代理

4.8 　係長・主査

　部長

計
(100.0)

100.0

令和６年１月１日現在

4.8

4.8 　参事

19.0 　課長補佐

9.5 　課長

　部長

4.8 　主事・技師

２　級
(100.0)

　主任
9.5

42.8

区 分
行 政 職

構成比（％） 標準的な職務内容

令和５年１月１日現在

２　級 　主任

計
(100.0)

100.0

4.8

4.8 　参事

9.5 　課長

(100.0)

14.3

4.7 　主事・技師

9.5 　課長補佐

14.3 　係長・主査

38.1 　係長代理

-13-



-14-

（４）昇給

（人）

（人）

１ 号 給 （人）

２ 号 給 （人）

３ 号 給 （人）

４ 号 給 （人）

（％）

（人）

（人）

２ 号 給 （人）

３ 号 給 （人）

４ 号 給 （人）

（％）

号給数別
内　　訳

比　率 （B）／（A）

令和６年１月１日現在

　昇給に係る職員数 (B)

4

　職　　員　　数　 (A) 20

1

号給数別
内　　訳

区　　　　　　　　　　　　　　　分

19

2

2

12

95.0

行　政　職

令和５年１月１日現在

　職　　員　　数　 (A) 21

　昇給に係る職員数 (B) 19

比　率 （B）／（A） 90.5

3

14



（５）特殊勤務手当

（６）期末手当・勤勉手当

6月 12月

(1.175) (1.175)

2.25 2.25

(1.15) (1.15)

2.2 2.2

(1.175) (1.175)

2.25 2.25

　（　）内は、暫定再任用職員の支給率

一般会計の制度
(2.35)

有
4.5

本　　年　　度
(2.35)

有
4.5

前　　年　　度
(2.3)

有
4.4

備　　考

　支給対象職員の比率（％）

区　　　　　　　　　分

　給料総額に対する比率（％）

　　　(令和６年１月１日現在）

　支給対象職員1人当たり平均支給月額(円）

　特殊勤務手当の名称

区　　　　　分
支給期別支給率（月分）

支給率計（月分）
　 職制上の段階、職務の
　 級等による加算措置

行　政　職

0.45

36.36

4,000

業務手当
　塩素の取り扱い及び当該施設の維持管理に従事した職員
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（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度
（月分） （月分） （月分） （月分）

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 国に同じ

一般会計の制度

（支給率等）

（８）その他の手当

区　　　分

扶　養　手　当

住　居　手　当

通　勤　手　当 同　　　　じ

一般会計の制度との異同 差異の内容

同　　　　じ

同　　　　じ

区　　　分 その他の加算措置等 備　　考

24.586875 33.27075 47.709 47.709 国に同じ



（単位　千円）

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額

令和６年度から 営業収益

令和１０年度まで 275,000

令和６年度から 営業収益

令和１０年度まで 65,000

令和６年度から 営業収益

令和８年度まで 25,000

令和６年度から 損益勘定留保資金等

令和７年度まで 1,080,400

損益勘定留保資金等
52,250

損益勘定留保資金等
100,100

損益勘定留保資金等
105,710

損益勘定留保資金等
504,000

中央浄水場機械電気設備更新工事費 504,000 令和７年度 504,000

令和６年度
藤岡インターチェンジ北口線に係る第８水
源地移設更新工事費

119,000 105,710

保美取水場Ｎｏ．３取水ポンプ更新工事費 105,000 令和５年度 100,100

中央浄水場沈殿池盤更新工事費 53,000 令和５年度 52,250令和６年度

令和６年度

中央浄水場夜間運転監視業務委託費 25,000 令和５年度 25,000

上の山浄水場更新工事費 1,143,000 1,080,400

水道情報統合システム導入事業 65,000 令和５年度 65,000

窓口・料金徴収業務委託費 275,000 令和５年度 275,000

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事　　項 限度額
前年度末までの支払義務発生(見込)額 当該年度以降の支払義務発生予定額

左の財源内訳
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１　固 定 資 産
（１）　有 形 固 定 資 産
　　　イ　土　　　地
　　　ロ　建　　　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ハ　構　築　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ニ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額
　　　ホ　量　水　器
　　　　　減価償却累計額
　　　ヘ　車両運搬具
　　　　　減価償却累計額
　　　ト　工具、器具及び備品
　　　　　減価償却累計額
　　　チ　建設仮勘定

　　　　有 形 固 定 資 産 合 計

（２）　無 形 固 定 資 産
　　　イ　ダム使用権

　　　　無 形 固 定 資 産 合 計

　　　　固 定 資 産 合 計 15,141,138,230

12,389,159,306

2,751,978,924

2,751,978,924

646,468,886

50,176,812
△ 46,681,480 3,495,332

37,509,856
△ 19,957,948 17,551,908

94,800,292
△ 58,454,774 36,345,518

5,465,287,213
△ 3,785,963,782 1,679,323,431

18,767,447,555
△ 9,396,889,404 9,370,558,151

687,382,709
△ 448,381,077 239,001,632

令和６年度藤岡市水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（令和７年３月３１日）

資　　産　　の　　部

396,414,448

（単位　円）



 ２　流 動 資 産
（１）　現 金 ・ 預 金

（２）　未 収 金
　　　イ　営 業 未 収 金
　　　ロ　営 業 外 未 収 金
　　　ハ　そ の 他 未 収 金
　　　　貸 倒 引 当 金

（３）　貯 蔵 品
　　　イ　材　　　料
　　　ロ　貯 蔵 量 水 器

　　　　流 動 資 産 合 計

　　　　資 産 合 計 16,245,290,882

1,104,152,652

4,356,130 41,408,739
37,052,609

△ 281,000 107,813,820

26,160,500
0

81,934,320

954,930,093
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 ３　固 定 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　引 当 金
　　　イ　退 職 給 付 引 当 金
　　　ロ　修 繕 引 当 金
　　　　引 当 金 合 計

　　　　固 定 負 債 合 計

 ４　流 動 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　未 払 金
　　　イ　営 業 未 払 金
　　　ロ　そ の 他 未 払 金
　　　ハ　未払消費税及び地方消費税

（３）　引 当 金
　　　イ　賞 与 引 当 金
　　　ロ　法定福利費引当金
　　　　引 当 金 合 計

（４）　そ の 他 流 動 負 債
　　　イ　預 り 金

　　　　流 動 負 債 合 計

 ５　繰 延 収 益
　　　　長 期 前 受 金
　　　　収 益 化 累 計 額
　　　　繰 延 収 益 合 計

　　　　負 債 合 計 7,254,452,782

△ 1,880,518,744
2,789,875,497

4,670,394,241

432,994,665

23,756,850 23,756,850

2,428,000
14,660,000

12,232,000

0 12,928,815

12,928,815
0

381,649,000
381,649,000

4,031,582,620

82,594,299

44,005,000
38,589,299

負　　債　　の　　部

3,948,988,321
3,948,988,321



 ６　資 本 金
　　　　資 本 金

 ７　剰 余 金
（１）　資 本 剰 余 金
　　　イ　受 贈 財 産 評 価 額
　　　ロ　工 事 負 担 金
　　　ハ　国 県 補 助 金
　　　ニ　他 会 計 負 担 金
　　　ホ　他 会 計 補 助 金

　　　　資 本 剰 余 金 合 計

（２）　利 益 剰 余 金
　　　イ　減 債 積 立 金
　　　ロ　当年度未処分利益剰余金

　　　　利 益 剰 余 金 合 計

　　　　剰 余 金 合 計

　　　　資 本 合 計

　　　　負 債 資 本 合 計 16,245,290,882

8,990,838,100

553,901,460

270,746,672

0
270,746,672

283,154,788

19,172,821
12,073,079

139,303,067
14,686,315

97,919,506

資　　本　　の　　部

8,436,936,640
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　注記

Ⅰ．重要な会計方針

　平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用し、財務諸表等を作成している。

　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　たな卸資産（貯蔵品）　　　　　先入先出法による原価法。

　２　固定資産の減価償却の方法

　（１）　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物　　　　　　　　　　　２０～５０年
　　　　　　構築物　　　　　　　　　　１０～６０年
　　　　　　機械及び装置　　　　　　　 ６ ～２０年
　　
　（２）　無形固定資産

　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数
　　　　　　ダム使用権　　　　　　　　　　　５５年
　　　　　　ソフトウェア　　　　　　　　　　　５年
　３　引当金の計上方法

　（１）　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額（簡便法により算出）に相当する金額を計上している。

　　　　なお、一般会計が負担すると見込まれる金額４３，６７０千円は除く。

　（２）　賞与引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月ま

　　　での４ヶ月分）を計上している。

　（３）　法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

　　　（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。

　（４）　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　　　なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。



Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　担保に供している資産及びこれに対応する債務はなし。

　２　企業債の償還に係る他会計の負担はなし。

　３　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項はなし。

　４　引当金の取崩し

　（１）　賞与引当金の取崩し

　　　　令和６年度において、期末手当及び勤勉手当として３４，０６８千円を支給することとなったため、賞与引当金１１，３５６千円を取り

　　　崩した。

　（２）　法定福利費引当金の取崩し

　　　　令和６年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として６，７２２千円を支給することとなったため、法定福利費引当金

　　　２，２４１千円を取り崩した。

　（３）　貸倒引当金の取崩し

　　　　令和６年度において、債権の不納欠損による損失５７７千円に充てることとなったため、貸倒引当金５７７千円を取り崩した。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

Ⅳ．その他の注記

　新会計基準移行に係る経過措置

　（１）　修繕引当金に関する経過措置

　　　　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

　（２）　みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

　　　　平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で、現に資本剰余金として整理している額については、

　　　平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたす

　　　べての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整

　　　理している。
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１　営 業 収 益
（１）　給 水 収 益
（２）　受 託 工 事 収 益
（３）　加 入 金
（４）　そ の 他 営 業 収 益

２　営 業 費 用
（１）　原 水 及 び 浄 水 費
（２）　配 水 及 び 給 水 費
（３）　受 託 給 水 工 事 費
（４）　業 務 費
（５）　総 係 費
（６）　減 価 償 却 費
（７）　資 産 減 耗 費
（８）　そ の 他 営 業 費 用

　　　営 業 利 益

３　営 業 外 収 益
（１）　受 取 利 息 及 び 配 当 金
（２）　賃 貸 料
（３）　負 担 金
（４）　他 会 計 補 助 金
（５）　長 期 前 受 金 戻 入
（６）　雑 収 益

４　営 業 外 費 用
（１）　支払利息及び企業債取扱諸費
（２）　雑 支 出

　　　経 常 利 益

令和５年度藤岡市水道事業予定損益計算書（前年度分）
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

1,042,115,456

1,800,910 1,103,995,095

（単位 円）

38,478,729
21,600,000

156,193,653
78,296,373

305,009,757

522,550,000
14,006,000

60,993,644
75,106,291

△ 108,161,623

1,000 1,212,156,718

18,665,611
18,180,185

60,000

99,964,000
604,586 206,768,382

69,294,000

18,534,858

69,479,000
10,592,901 80,071,901 126,696,481



５　特 別 利 益
（１）　固 定 資 産 売 却 益
（２）　過 年 度 損 益 修 正 益

６　特 別 損 失
（１）　固 定 資 産 売 却 損
（２）　過 年 度 損 益 修 正 損

　　　当 年 度 純 利 益

　　　前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 

　　　当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 

910
926 1,836

1,000
545,455 546,455 △ 544,619

17,990,239

208,447,403

190,457,164
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１　固 定 資 産
（１）　有 形 固 定 資 産
　　　イ　土　　　地
　　　ロ　建　　　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ハ　構　築　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ニ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額
　　　ホ　量　水　器
　　　　　減価償却累計額
　　　ヘ　車両運搬具
　　　　　減価償却累計額
　　　ト　工具、器具及び備品
　　　　　減価償却累計額
　　　チ　建設仮勘定

　　　　有 形 固 定 資 産 合 計

（２）　無 形 固 定 資 産
　　　イ　ダム使用権
　　　ロ　ソフトウェア

　　　　無 形 固 定 資 産 合 計

　　　　固 定 資 産 合 計

△ 44,236,480 3,622,150
184,745,251

14,815,047,680

12,005,539,756

2,809,507,924

0
2,809,507,924

△ 18,949,948 3,068,998
47,858,630

22,018,946
△ 57,905,774 35,567,518

93,473,292
△ 3,736,927,258 1,491,658,431

5,228,585,689
△ 9,031,901,854 9,637,592,328
18,669,494,182

令和５年度藤岡市水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（令和６年３月３１日）

資　　産　　の　　部

396,414,448

（単位 円）

△ 436,407,574 252,870,632
689,278,206



 ２　流 動 資 産
（１）　現 金 ・ 預 金

（２）　未 収 金
　　　イ　営 業 未 収 金
　　　ロ　営 業 外 未 収 金
　　　ハ　そ の 他 未 収 金
　　　　貸 倒 引 当 金

（３）　貯 蔵 品
　　　イ　材　　　料
　　　ロ　貯 蔵 量 水 器

　　　　流 動 資 産 合 計

　　　　資 産 合 計 16,221,401,391

1,406,353,711

2,683,130 26,467,920
23,784,790

△ 577,000 103,378,370

24,231,700
0

79,723,670

1,276,507,421
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 ３　固 定 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　引 当 金
　　　イ　退 職 給 付 引 当 金
　　　ロ　修 繕 引 当 金
　　　　引 当 金 合 計

　　　　固 定 負 債 合 計

 ４　流 動 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　未 払 金
　　　イ　営 業 未 払 金
　　　ロ　そ の 他 未 払 金
　　　ハ　未払消費税及び地方消費税

（３）　引 当 金
　　　イ　賞 与 引 当 金
　　　ロ　法定福利費引当金
　　　　引 当 金 合 計

（４）　そ の 他 流 動 負 債
　　　イ　預 り 金

　　　　流 動 負 債 合 計

 ５　繰 延 収 益
　　　　長 期 前 受 金
　　　　収 益 化 累 計 額
　　　　繰 延 収 益 合 計

　　　　負 債 合 計 7,292,862,560

2,865,628,497

4,646,274,241
△ 1,780,645,744

471,802,443

35,707,490 35,707,490

14,517,000

12,114,000
2,403,000

0
0 12,976,953

12,976,953

408,601,000
408,601,000

3,955,431,620

38,589,299
81,594,299

43,005,000

3,873,837,321

負　　債　　の　　部

3,873,837,321



 ６　資 本 金
　　　　資 本 金

 ７　剰 余 金
（１）　資 本 剰 余 金
　　　イ　受 贈 財 産 評 価 額
　　　ロ　工 事 負 担 金
　　　ハ　国 県 補 助 金
　　　ニ　他 会 計 負 担 金
　　　ホ　他 会 計 補 助 金

　　　　資 本 剰 余 金 合 計

（２）　利 益 剰 余 金
　　　イ　減 債 積 立 金
　　　ロ　当年度未処分利益剰余金

　　　　利 益 剰 余 金 合 計

　　　　剰 余 金 合 計

　　　　資 本 合 計

　　　　負 債 資 本 合 計 16,221,401,391

8,928,538,831

491,602,191

208,447,403

0
208,447,403

283,154,788

19,172,821
12,073,079

139,303,067
14,686,315

97,919,506

資　　本　　の　　部

8,436,936,640
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　注記

Ⅰ．重要な会計方針
　平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用し、財務諸表等を作成している。
　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　たな卸資産（貯蔵品）　　　　　先入先出法による原価法。
　２　固定資産の減価償却の方法
　（１）　有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物　　　　　　　　　　　２０～５０年
　　　　　　構築物　　　　　　　　　　１０～６０年
　　　　　　機械及び装置　　　　　　　 ６ ～２０年
　　　　　　器具及び備品　　　　　　　 ２ ～１５年
　（２）　無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　ダム使用権　　　　　　　　　　　５５年
　　　　　　ソフトウェア　　　　　　　　　　　５年
　３　引当金の計上方法
　（１）　退職給付引当金
　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額（簡便法により算出）に相当する金額を計上している。
　　　　なお、一般会計が負担すると見込まれる金額５１，４６６千円は除く。
　（２）　賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月ま
　　　での４ヶ月分）を計上している。
　（３）　法定福利費引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額
　　　（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。
　（４）　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。
　４　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
　　　なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。



Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　担保に供している資産及びこれに対応する債務はなし。

　２　企業債の償還に係る他会計の負担はなし。

　３　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項はなし。

　４　引当金の取崩し

　（１）　賞与引当金の取崩し

　　　　令和５年度において、期末手当及び勤勉手当として３２，７６６千円を支給することとなったため、賞与引当金１１，８５９千円を取り

　　　崩した。

　（２）　法定福利費引当金の取崩し

　　　　令和５年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として６，４００千円を支給することとなったため、法定福利費引当金

　　　２，３４０千円を取り崩した。

　（３）　貸倒引当金の取崩し

　　　　令和５年度において、債権の不納欠損による損失３，７４９千円に充てることとなったため、貸倒引当金３，７４９千円を取り崩した。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

Ⅳ．その他の注記

　新会計基準移行に係る経過措置

　（１）　修繕引当金に関する経過措置

　　　　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

　（２）　みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

　　　　平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で、現に資本剰余金として整理している額については、

　　　平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたす

　　　べての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整

　　　理している。
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